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要旨 

「あおり運転」の２０１８年の摘発件数は、その前年に比

べて２倍に増加している。しかしながら、この増加の原因が、

あおり運転の発生件数の増加によるものなのか、あるいは、

ドライブレコーダーの普及や警察によるあおり運転の取り締

まり強化などの他の原因によるものなのかは定かではない。

そこで、本研究ではそれらを検証するため、あおり運転摘発

の原因として、ドライブレコーダーの普及率の増加と警察に

よる２０１８年のあおり運転の取り締まり強化を考慮に入れ、

あおり運転の摘発件数の増加原因を特定することを試みた。

回帰分析による推定結果からは、あおり運転の件数は増加し

ていないことが明らかになった。 

1. はじめに 

「あおり運転」、すなわち、主に道路交通法上の車間距離保

持義務違反の摘発件数は1、近年、増加傾向にある。警察庁の

発表によると、日本全体での摘発件数は、２０１７年に６１

３９件だったものが、２０１８年には１１７９３件へと、１

年で約２倍へと増加している。 

 しかしながら、摘発されていないあおり運転も含めて、あ

おり運転の件数が増加しているかは定かではない。その背後

で、摘発件数の増加に寄与する二つの変化が同時に起こって

いるからである。その一つがドライブレコーダーの普及であ

り、もう一つが警察によるあおり運転の集中的な取り締まり

である。 

一つ目のドライブレコーダーの普及が、摘発増加の原因と

なり得るのは、警察が現場に居合わせていない時にあおり運

転が発生した場合、あおり運転が行われていたことを立証す

るには、ドライブレコーダーの映像が必要だからである。も

しもドライブレコーダーが搭載されていなかった場合、あお

                                                   
1 「あおり運転」とされている車間距離保持義務違反以外の

その他の違反行為には、急ブレーキ禁止違反（第２４条）、
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り運転として摘発はされず、単純な事故として処理される場

合もある。そのためドライブレコーダーの普及はあおり運転

の摘発を増加させると考えられる。 

このような理由も含め、自動車事故や保険の適用の対処な

どのためにドライブレコーダーを購入する人が増え、販売台

数は年々増加しており、GFKジャパンによる調査「プレスリリ

ース ドライブレコーダーの販売動向」によると、２０１８

年のドライブレコーダーの販売台数では１３９万件にも上り、

２０１３年から２０１８年まで６年間続けて増加しているこ

とが分かっている。 

そのため、仮にあおり運転の発生件数が変わっていなくて

も、ドライブレコーダーの普及が進んだ結果、摘発件数が増

加した可能性も排除できないのである。 

摘発増加の二つ目の原因となり得るのは、あおり運転に対

する警察の取り締まり強化である。２０１７年の東名高速で

のあおり運転の事件が社会的に注目を集めたため、２０１８

年１月、警察が各都道府県公安委員会に、あおり運転に対し

厳正な対処を行うことを通達し、交通指導取り締まり強化が

行われた。同年６月には通常のパトカーや白バイに加え、14

府県ではヘリコプターなども使った取り締まりも実施された。 

これにより、仮にあおり運転の発生件数が変わっていなく

ても、警察の取り締まり強化の結果、摘発件数が増加した可

能性も排除できないのである。 

あおり運転の件数が近年増加しているのか否かは、これら

の要因、すなわち、ドライブレコーダーの普及や、取り締ま

り強化が、あおり運転の摘発件数の増加にどの程度の影響を

与えるのかを考慮に入れた上で、判断しなければならない。

しかしながら、これまで行われてきた国内のあおり運転に関

する先行研究は、あおり運転の特徴に関する矢武（2019）や、

（第 54条 2）、安全運転義務違反（同第 70条）/ 初心運転

者等保護義務違反（第 71条 5-4）の 6つがある。 

 



あおり運転の視線特性に関する尾林・小塚（2018）に限られ、

あおり運転の件数を明らかにした研究は存在しない。 

より具体的には、矢武（2019）は、Parry (1968), Tosca 

(2000), Deaux (1971), Doob and Gross (1968), Galovski 

and Blanchard (2004) らが研究している海外のあおり運転

の特徴を参考にして、日本のあおり運転の特徴を調査してい

る。そして海外のあおり運転の特徴と日本のあおり運転の特

徴を比較し検討している。その結果、矢武（2019）が明らか

にした日本のあおり運転の特徴は次の６点である。一つ目は、

年齢層は３０代が最も多いこと。二つ目は、性別は男性が大

半を占めること。三つめは、社会階級は高級車に乗っている

人が４割で社会階級が高いほどあおり運転が行われているこ

と。四つ目は、あおり運転が発生している時間帯は深夜３時

から６時を除いてどの時間帯も同じくらい発生していること。

五つ目は、あおり運転が発生している場所は追い越し車線で

多く発生していて、車道が広い道路や追い越し車線の方が あ

おり運転は起きやすい傾向があること。六つ目は、あおり運

転が行われるきっかけは進行妨害や割込み、追い越しなど相

手の運転行動が半数を占め、その他運転前の口論や相手によ

る不快なジェスチャーなどもあること。この 6 点のような特

徴が日本のあおり運転にはあることが示されている。 

尾林・小塚（2018）は、あおる側とあおられる側の視線特性

を計測し車間距離を詰めた場合と十分な距離をとっている場

合を比較した。その結果、あおった側は視線が先行車に集中

する様子が見られ，あおられた側はルームミラーやバックミ

ラーを見る頻度が増加して前方の確認が減少することを明ら

かにした。 

あおり運転に関連する研究としてはこれらのものがあるが、

その発生件数に関する調査は、警察白書による摘発件数の統

計報告しかなく、摘発されなかったあおり運転の件数も含め

て、あおり運転が本当に増えているのかを統計的に推定した

研究はない。そこで、本研究では、警察庁が発表している車

間距離保持義務違反の摘発件数を、ドライブレコーダーの普

及率と、警察によるあおり運転の取り締まり強化ダミーによ

りコントロールした上で、果たしてあおり運転の件数は増加

しているのか否かを統計的に推測する。 

推定の結果、明らかになったことは、あおり運転の摘発件

数が近年減少傾向にあること、ドライブレコーダー普及率が

増えるほど、あおり運転の摘発件数が増加すること、そして、

2018年の取り締まり強化によって、摘発件数が増加している

ことである。 

以降の節の構成は次の通りである。第２節では分析対象と

するデータおよび分析手法を取り上げ、第３節では分析結果

を示し、第４節でそこでの結果を議論し、第 5 節では今後の

課題を示し、最後に第 6節で総括する。 

2. 分析対象と分析方法 

2.1 分析対象 

分析対象は、自動車１千台あたりの摘発件数、すなわち、

摘発件数を自動車の普及台数（千台）で除した値とする。摘

発件数の総数を単純に分析対象としない理由は、自動車の普

及台数が増えるとそれだけであおり運転の摘発件数が増えて

しまう可能性があるためである。 

あおり運転の摘発件数は、警視庁が発表している車間距離

保持義務違反の摘発件数を用いて、「千台あたりの摘発率」の

分子とする。自動車普及台数は、一般社団法人日本自動車整

備振興会連合会 「自動車保有台数に関する統計情報」（2018）

を用いて、「千台あたりの摘発率」の分母とする。車間距離保

持義務違反の摘発件数の推移は図１、自動車普及台数は図 2

のとおりである 

 

図１車間距離保持義務違反の摘発件数 

 

図２自動車普及台数 

そして、分析対象としているあおり運転の摘発率に与える
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影響をコントロールするために、二つの説明変数を用いる。

一つ目はドライブレコーダーの普及率である。ここでのドラ

イブレコーダーの普及率とは、自動車１千台当たりのドライ

ブレコーダーの普及台数、すなわち、ドライブレコーダーの

普及台数を自動車の普及台数（千台）で除した値とする。ド

ライブレコーダーの普及台数は GFK ジャパンによる調査「プ

レスリリース ドライブレコーダーの販売動向」を用いて「千

台あたりのドライブレコーダーの普及台数」の分子とする。

自動車普及台数は、一般社団法人日本自動車整備振興会連合

会 「自動車保有台数に関する統計情報」（2018）を用いて、

「千台あたりの摘発率」の分母とする。ドライブレコーダー

の普及台数は図３のとおりである。 

二つ目は２０１８年に行われた、警察によるあおり運転の

取り締まり強化である。ここでは取り締まり強化ダミーとし

て、２０１８年のみを１として摘発率への影響をコントロー

ルする。 

 

図 3 ドライブレコーダーの普及台数 

2.2 分析方法 

 これらのデータから、最小二乗法によって次式を推定する。 

 

摘発率＝𝛽0  + 𝛽1 × 年 + 𝛽2 × ドラレコ + 𝛽3 × 取締強化 + 𝜖 

 

従属変数の「摘発率」は、あおり運転の摘発件数を自動車保

有台数で割ったものをパーセント表示したものである。説明

変数の「西暦」は２０１３年から２０１８年までを表す。「ド

ライブレコーダー普及率」は、ドライブレコーダー普及率は

ドライブレコーダー販売台数を自動車保有台数で割ったもの

である。「取り締まり強化ダミー」は、２０１８年のみを１、

それより前の年を 0とする。 

 𝛽1は、ドライブレコーダーの普及率が年ごとに変化せず、

また、取り締まりの強化の度合いも年ごとに変わらなかった

場合に、あおり運転の摘発率が１年につきどれだけの割合で

変化するのかを表す。ドライブレコーダーの普及率や警察の

取り締まり強化の度合いが同じならば、あおり運転の発生件

数が増加している結果の場合摘発されていなかったものも含

めて件数が𝛽1変化する。 

 𝛽2 は年ごとにあおり運転の摘発率が自然に変化せず、取り

締まり強化の度合いも年ごとに変わらなかった場合に、あお

り運転の摘発率がドライブレコーダーの普及率が 1％変化す

るにつきどれだけの割合変化するかを表す。 

 𝛽3 は年ごとにあおり運転の摘発率が自然に変化せず、ドラ

イブレコーダーの普及率も変化しない場合に、あおり運転の

摘発率が取り締まり強化を行った場合にどれだけの割合で変

化するのかを表す。 

3. 分析結果 

最小二乗法により、次の式が推定された。 

 

摘発
̂

＝

108 −  00.5 × 年 + 0.01 × レコ + 0.06 × 強化

(36)∗ (0.017)∗  (0.007)   (0.017)∗

 

観測数 = 6;   修正済𝑅2＝0.941 

 

なお、括弧内は標準誤差を表し、* は 10%有意であることを

表す。 

推定結果から𝛽1 は－0.05 であるため摘発率に対して 1 年

につき 0.05ずつ減少していくことがわかる。𝛽2  は 0.01であ

るため、ドライブレコーダーの普及台数が 1 増加すると、あ

おり運転の摘発件数を 0.01 増加させる効果がることがわか

る。𝛽3 は 0.06であるため、取り締まり強化を行うと、摘発件

数は 0.06増加させる効果があることがわかる。この３つの係

数のうち𝛽1 と𝛽3 は有意水準１０％で有意な結果となった。 

4. 議論 

 推定結果より、まず年の係数 𝛽1 が-0.05であるため、近年

あおり運転は減少傾向であることが分かった。（１０％有意）。

次にドライブレコーダー普及率の係数 𝛽2 が 0.01であるため、

あおり運転の摘発率を増加させる効果があることが分かった

が有意な結果を得ることができなかった。最後に取り締まり

強化ダミーの係数 𝛽3 が 0.06 であるため２０１８年の摘発

率に増加の影響を与えていることが分かった。（１０％有意）。

3 つの中で西暦と取り締まり強化ダミーの変数は有意水準１
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０％で有意にはなっているがそれぞれ数値が-0.05と 0.06と

数値が小さいため、摘発率に対してそれほど大きな影響を与

えているとはいえないと考えられる。 

５．今後の課題 

あおり運転の摘発率に対してドライブレコーダー普及率と

警察によるあおり運転の取り締まり強化が影響を与えている

と考え分析を行った。しかしドライブレコーダー普及率は有

意な結果を得ることができなかった。これは、今回はデータ

が２０１３年から２０１８年までの６年間しかなかったこと

が考えられ、より多くのデータがあれば違った結果が得られ

ると考えられるため、継続して研究を行う必要があるといえ

る。 

また現在はあおり運転に対する直接的な厳罰がないが、２

０１９年より厳罰化を検討中であるため実施された場合厳罰

化の効果も含めて分析する必要があると考えられる。 

そして自動車業界の発展により自動運転が一般的に実用化

された場合、あおり運転の摘発件数に影響を与えると考えら

れるためその効果も含め分析が必要である。 

６．総括 

本研究では、２０１７年より注目を集めているあおり運転

の摘発件数について分析を行った。あおり運転の摘発の増加

はあおり運転の発生件数が増加したからなのか、あるいはあ

おり運転摘発の原因と考えられるドライブレコーダーの普及

や警察によるあおり運転の取り締まり強化などによるものな

のかは定かではない。そこで増加の原因として考えられるド

ライブレコーダーの普及や警察によるあおり運転の取り締ま

り強化を考慮に入れ検証を行った。その結果あおり運転の増

加に対しドライブレコーダーの普及率は有意な結果は得られ

なかったが摘発率を増加させる効果を持っていることが分か

った。また２０１８年に行われた取り締まり強化は有意水準

１０％で有意な結果となり、摘発率に対して 0.007％増加さ

せているという結果が得られた。しかしドライブレコーダー

普及率が有意な結果にならなかった原因と考えられるデータ

不足の問題があることや、あおり運転の厳罰化、自動運転の

発展など、あおり運転の摘発に影響を与える項目の発生など

今後のさらなる研究も必要である。 
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